様式第２号
参加表明書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
（あて先）
埼玉県知事

　　　　　　　　　　　　　　　　　所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　下記業務の技術提案書に基づく選定について関心がありますので、技術資料と必要な書類を添えて、参加の希望を表明します。
　なお、以下の１から１０までについて誓約いたします。

１．地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること
２．埼玉県財務規則(昭和39年埼玉県規則第18号)第91条の規定に該当しない者であること。

３．会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づき更生手続開始の申立てがなされて
　いる者でないこと、又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
　なされている者でないこと。ただし、手続開始決定日を審査基準日とした経営事項審査の再審査
　を受けた後、埼玉県知事が別に定める競争入札参加資格の再審査を受けている者はこの限りでは
　ない。
４．技術提案に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係が無いこと。
５．代表権を有する役員が実施設計業務等の受注者である株式会社松田平田設計の代表権を　有する役員を兼ねていない者であること。
　　
６．本プロポーザルの公告日（以下「公告日」という。）から技術協力業務の見積合わせ（以　下「見積合わせ」という。）の日までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止措置等　の措置要綱（平成21年３月31日付け入審第513号)に基づく入札参加停止の措置を受けてい　ない者であること。
７．公告日から見積合わせの日までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱(平成　25年４月１日付け入審第97号)に基づく入札参加除外等の措置を受けていない者であるこ　と。
８．公告日において、健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく健康保険、厚生年金保険　法（昭和29年法律第115号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和49年法律第116号）に　基づく雇用保険に、事業主として加入しているものであること。ただし、上記保険の全部　又は一部について法令で適用が除外されているものはこの限りではない。なお、特定企業　体にあっては、すべての構成員について上記要件を満たすこと。
９．特定企業体で参加する場合の構成員は、建設業法(昭和24年法律第100号)上の建築工事業につ　き、許可を有しての営業年数が５年以上であること。ただし、相当の施工実績を有し、確実か　つ円滑な施工が確保できると認められる場合においては、許可を有しての営業年数が５年未満　であっても同様として取り扱うことができるものとする。
１０．共同企業体で参加する場合における運用形態及び代表者の選定等については、埼玉県共同　企業体取扱要綱（平成25年９月１日施行）（第10条第１項第１号及び第６号を除く。）によ　　ること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記
１　対象業務
 (1)　名　　称　熊谷ラグビー場改修工事設計技術協力業務
 (2)　履行期限　平成２８年９月３０日
２　公示日　　　平成２８年５月１０日
【連絡先】担当者所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　
